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「静かなる有事」少子化にハンガリーはどう向き合っているか 
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2010 年に世界最低レベルだったハンガリーの出生率は、オルバーン政権下で一定の改善を見せてきた。「子

供を 4 人産むと母親の所得税が免除」など、日本でも注目される施策の効果を検証すれば、必ずしも意図し

た形で結果が出ているとは言い切れない。また家族のあり方を政府が条件付けることの是非も軽視はできな

い問題だ。しかし、「政治的意思（予算）」「組み合わせ」「継続性」という観点では、日本に多くの示唆を与えて

いる。（本稿は、Foresight（フォーサイト）にも掲載されています。） 

 

「静かなる有事」――少子化や人口減少は、治安や防衛、企業活動といった各種社会機能、そして国力の維持

にも大きな影響を与えることから、このように呼ばれている。日本において、少子化は深刻な問題であり、昨年の

日本人の出生数は 77 万 747 人と過去最低となり、合計特殊出生率も 1.26 と 2005 年に記録した過去最低の数

値と並んだ1。岸田政権は、就任時から分配戦略の 1 つとして少子化対策を挙げ、2023 年 6 月には「こども未来

戦略方針」を閣議決定する等、少子化を国家の危機ととらえ、さらなる対策を講じようと準備を進めている。 

 

そのような中、近年自民党や政府内で 1 つの「成功例」として注目を集めている国がある。ハンガリーである。

2010 年の 1.25 という世界最低レベルの数値だったハンガリーの出生率は、2021 年には 1.59 まで改善している

［2］2。保育・児童手当、住宅購入補助、母親の所得税免除……これらはすべてハンガリー政府が近年実施して

いる政策であるが、こうした多様な政策をどのように理解したら良いのだろうか。日本の今後の少子化対策への

インプリケーションは何なのであろうか。 

 

ハンガリー家族政策の歴史と現在 

ハンガリーは冷戦期から家族政策を拡充してきた。1956 年のハンガリー動乱の後に誕生し、「グヤーシュ社会主

義」、つまり経済の一部自由化を進める改革など一定の生活水準の提供を通じてハンガリー独自の国民との妥

協を図った［3］3カーダール・ヤーノシュ政権（1956 年～1988 年）は、出産・育児休暇制度を 1967 年に導入し、そ

の後、期間の延長（1969 年）や対象の拡大（1982 年）等を通じて拡充を図ってきた4。 

 

ハンガリーの家族政策においては歴史的に現金給付に関係する政策が多い。ハンガリー動乱以後のカーダー

ル政権時における家族政策は、中絶解禁によって生じた出生率低下に対する人口対策という側面があり、「完

全雇用」のために労働力の供給抑制が必要であったこと、そして（保育園の整備などと比較して）現金給付のほ

うが容易であったという当時の事情が関係している5。 

 

2010 年に 2 度目の首相就任を果たしたオルバーン・ヴィクトルは、矢継ぎ早に改革を実行し規模を拡大してきた。

例えば、2012 年には 2 人以上の子供を持つ家庭に対して住宅補助金および利子補給金給付を支給する新しい

住宅政策を導入し、2015 年には 1 人以上の子どもを持つ家庭に対象が広がった現在の仕組み（CSOK）となり、

https://www.fsight.jp/articles/-/50050
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その後も支給金額の拡充を中心に改革が進められてきた。また、2019 年からは「出産ローン」という制度が創設

され、結婚し出産を控えた夫婦に対して無利子で 1000 万フォリント（日本円で約 410 万円）のローンを提供して

いる。さらには、度々日本のメディアでも取り上げられている、子どもを 4 人産むと母親の所得税（15％）が免除さ

れる制度も 2020 年 1 月から導入されている6。 

 

少し古いデータであるが、支出の規模としても 2017 年の家族関連給付への公的支出（対 GDP［国内総生産］）

の割合は 3.5％（日本は 1.8%）7と OECD（経済協力開発機構）諸国内でも上位の大きさである。こうした政策を、

政策の種類に応じて分類すると表 1 のようになる。 

 

 
表 1：ハンガリーの家族政策の分類（各種資料を基に筆者作成） 

 

税控除・独自政策・条件付きの支援に特徴づけられる家族政策 

近年のオルバーン政権の家族政策の特徴は何なのであろうか。表 1 を見ると現金給付制度が現在も手厚く、各

ステージで手当が付与されている。しかし、現金給付の手厚さは過去の政権から続く特徴であり、規模を拡大さ

せているとはいえ必ずしもオルバーン政権の特徴とは言えない。ハンガリーの家族政策の構造をケーキに例え

た Dorottya Szikra 中央ヨーロッパ大学（CEU）客員教授の表現を借りれば、オルバーン政権の現金給付制度は

「伝統的なケーキの土台はそのままにして、ホイップクリームとマジパンの飾りをのせた」にすぎない8。 
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①税控除 

以上を踏まえると、現政権の家族政策をより特徴づけている政策は税控除の拡充であるといえよう。第一次オ

ルバーン政権を含めて、2009 年までの政権は基本的に家族に関する税控除を行っていなかったが、現在の比

率は OECD 諸国と比べてドイツ、チェコに続いて高いものとなっている9。近年導入された「子どもを 4 人産むと母

親の所得税（15％）が免除される」税控除システムはその 1 つである。 

 

②ハンガリー独自の政策 

2 つ目の特徴としては、他の国にはない目新しいオリジナルな政策を数々打ち出しているということが挙げられ

る。オルバーン政権は、前述の住宅補助政策（CSOK）や 4 人以上の子どもを持つ家庭の母親の所得税免除に

加えて、今年 1 月から導入した出産または養子縁組した母親の所得税免税（30 歳未満）措置、受胎後および妊

娠 12 週以降の給付金支給といったハンガリー以外では見られない措置を実行に移している。 

 

③受給条件に潜む価値観 

また、家族政策の基準という視点から見ると、受給のための条件が色々と定められており、オルバーン政権の

価値観も組み込まれていることが一つの大きな特徴であろう。例えば、前述の「出産ローン」は、(1)40 歳以下、

(2)初婚の夫婦、(3)3 年以上の正規就労経験、(4)5 年以内に子どもが生まれなかった場合即返金という多くの条

件が付けられている。これは、オルバーン政権が掲げる、「就労に基づく国家」や「伝統的な家族の役割の回復」

の考え方が受給の条件として反映されているといえる。 

 

しかし、「就労に基づく国家」という国家観は、自由主義国家でも福祉国家とは異なり、社会的な各種権利の付

与が（民主主義国家のように無条件で付与されず）就労に紐づいた条件付きで権威主義的な国家観である10。

また、オルバーン政権において、ジェンダー平等や性的マイノリティへの配慮は出生率低下の原因、そして男女

間の結婚を前提とした「伝統的な家族観」への攻撃として捉えられており11、こうした価値観は、ハンガリーの家

族政策の是非を考える前提として押さえておく必要がある。 

 

さらに言えば、近年の子ども手当の受給は学校の出席率と厳格に紐づけられているが、学校への出席率が少

数民族や貧困レベルと関係しているハンガリーの事情を踏まえると、貧困対策および少数民族への配慮という

視点からは疑問があり、オルバーン政権による貧困層・少数民族の軽視という特徴も垣間見える12。 

 

ハンガリー少子化対策「成果」の捉え方 

ハンガリー政府は、オルバーンが 2 回目の首相就任を果たした 2010 年と比較して、子どもに関する各種指標の

数値が改善していることを指摘し、同政権の成果を強調している。2010 年の 1.25 という世界最低レベルの数値

だった出生率は、2021 年には 1.59 まで増加した。 

 

2010 年はリーマンショックの翌々年、つまり出生率を始めとした各種統計の数値が芳しくない時期であり、比較

対象としては条件が異なる点が多くふさわしくない可能性がある。また、リーマンショック以後の出生率や婚姻数

の向上は、周辺諸国（V4 諸国）でも類似の伸びが見られていることから、必ずしもハンガリー政府の政策による

効果であるとは限らない13。 
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しかし、それでも全体として指標が一定程度改善されているのは事実である。出生率は周辺諸国すべてで改善

されているわけではなく、ポーランドのように伸び悩んでいる国も存在している。さらに、ハンガリーにおいては、

婚姻件数も 12 年間で倍近く増えており（2010 年 3 万 5520 件→ 2022 年 6 万 3967 件）14、周辺諸国との人口比

当たりの婚姻件数を比較するとハンガリーの婚姻件数の伸びは群を抜いていることがわかる（表 2）。ハンガリー

と同じく保守的な家族政策を打ち出しているポーランドと比較しても増加率は高い。 

 

 2012 年 2015 年 2018 年 2021 年 

オーストリア 4.6 5.1 5.3 4.4 (2020 年) 

チェコ 4.3 4.6 5.1 4.5 

ハンガリー 3.6 4.7 5.2 7.4 

ポーランド 5.4 5.0 5.1 4.5 

ルーマニア 5.4 6.3 7.4 6.0 

スロバキア 4.8 5.3 5.7 4.8 

表 2：人口千人当たりの婚姻件数 （ユーロ圏統計局 Eurostat の数値をもとに筆者作成15） 

 

一方で、個別の政策が必ずしも狙った通りの結果を生み出しているとは言い難い。3 人以上の子供を持つ家庭

に手厚い住宅補助政策（CSOK）をはじめとして、子どもが多くいる家庭に対して手厚い制度設計になっているに

もかかわらず、1 人目や 2 人目の出生率の改善が比較的大きく、3 人目、4 人目と増えると効果は小さくなってい

る（図 1）。多種多様で重層的な政策パッケージを用意したことが、1 人目や 2 人目の出生率が比較的大きく改善

するという当初の狙いとは異なる効果を生んでいるのかもしれない。 

 

 
図 1：出生順位別の合計特殊出生率（TFR）（出典：The Human Fertility Database 1990-202016） 
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日本への教訓 

これまでの議論をまとめると、ハンガリーの独自で税控除を特徴とする少子化対策は、全体としては一定の成果

はみられるものの、必ずしも政府が意図した形での結果が出ているとは言い切れず、家族のあり方を政府が条

件付けることの是非も軽視はできない。しかし、それでもハンガリーによる少子化政策は、以下に示す通り日本

に多くの示唆を与えている。 

 

例えば、ハンガリー政府が矢継ぎ早に家族政策の充実を図ってきたことは、国民へ少子化対策に真摯に向き合

うという「政治的意思」を示していると言うことができるのではないか。日本としては、1.8％しかない家族関連給付

への公的支出（対 GDP）の割合を増やすことで、国内外に少子化対策についての政治的なシグナルを発するこ

とが重要である。「こども未来戦略方針」には子ども予算の倍増が表明された。この方針を実際に実現できるか

どうかが 1 つの試金石となろう。 

 

また、ハンガリーの事例からは、現金給付と現物給付のバランスという課題も浮かび上がる。ハンガリーの家族

政策は「子供を持ちたい人、持っている人のすべてをカバーする」政策となっているとノヴァーク・カタリン大統領

（取材当時は家族担当相）との主張に対して、新興政党「モメンタム」（野党）のエバ・セボク議員は、「保育や幼

児教育、医療、福祉などの機関は資金不足状態だ」として設備投資の不足を指摘している17。「待機児童ゼロ」を

掲げた第二次安倍政権にて待機児童問題に一定の改善が見られた日本にとっては、ハンガリーとは逆に給付

の強化策を練る必要があろう。給付金の多少の増額では新たなインセンティブが生まれるとは考えにくく、インパ

クトのある「異次元の」少子化政策を定期的に考案し実施していくことが求められる。 

 

さらには、ハンガリーの事例は、長期的な少子化対策の必要性も示している。少子化対策は数十年単位で対策

を講じていく必要があり、ハンガリー政府は権威主義化した体制を基盤として長期的に改革を行ってきた。一方

で、日本を含めた民主主義国家において、政策を決める政治家の選挙や政権のサイクルは少子化対策のサイ

クルよりも短い18。かつて人口民間臨調が発表した報告書『人口蒸発「5000 万人国家」日本の衝撃』（新潮社、

2015 年）では、「人口問題百年委員会」という、10 年ずつに区切った各世代から男女 1 人ずつ代表を出してもら

い、政府が出した人口政策の検証と評価を行い、10 年ごとにメンバーを入れ替えながら、2100 年まで政府の人

口政策を見守る、という仕組みを提案した。政権により少子化対策への方向性や度合いが大きくぶれないような

対策を検討しなければならない。 

 

「静かなる有事」には、「政治的意思（予算）」「組み合わせ」「継続性」という観点から立ち向かう必要がある。 
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